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            主     文 

       本件抗告を棄却する。 

       抗告費用は抗告人の負担とする。 

            理     由 

 第１ 抗告代理人福本修也、同鐘築優、同堀川敦の抗告理由第１について 

 １ 記録によれば、本件の経緯等は次のとおりである。 

 ⑴ 宗教法人法（以下「法」という。）８１条１項は、裁判所は、宗教法人につ

いて同項各号の一に該当する事由があると認めたときは、所轄庁の請求等により、

その解散を命ずることができる旨を定め、１号において、「法令に違反して、著し

く公共の福祉を害すると明らかに認められる行為をしたこと。」と規定する。そし

て、法７８条の２第１項は、所轄庁は、宗教法人について同項各号の一に該当する

疑いがあると認めるときは、法を施行するため必要な限度において、当該宗教法人

の業務又は事業の管理運営に関する事項に関し、当該宗教法人に対し報告を求める

ことができる旨を定め、３号において、「当該宗教法人について第八十一条第一項

第一号から第四号までの一に該当する事由があること。」と規定する。 

 ⑵ 宗教法人である世界平和統一家庭連合（以下「本件法人」という。）の所轄

庁である文部科学大臣は、本件法人の信者らが行った本件法人への献金の勧誘等が

民法７０９条の不法行為を構成するとして当該信者らの損害賠償責任を認めた２２

件の民事訴訟の各判決が存在することなどを踏まえて、本件法人について法８１条

１項１号に該当する事由がある疑いがあると認め、令和４年１１月から令和５年７

月にかけて、７回にわたり、本件法人に対して法７８条の２第１項に基づく報告を

求めた。しかし、本件法人は、報告を求められた事項の一部について報告をしなか

った。 

令和６年（許）第３１号 過料決定に対する抗告棄却決定に対する許可抗告事件 

令和７年３月３日 第一小法廷決定 
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 文部科学大臣は、同年９月、東京地方裁判所に対し、本件法人が上記の報告をし

なかったことは、宗教法人の代表役員等を過料に処する場合について定める法８８

条１０号に該当するとして、本件法人の代表役員である抗告人を過料に処すべきと

する通知をした。 

 東京地方裁判所は、令和６年３月、抗告人を過料１０万円に処する旨の決定（原

々決定）をした。 

 ２ 原審は、民法７０９条の不法行為を構成する行為は、法８１条１項１号にい

う「法令に違反」する行為に当たると判断した上で、上記各判決の内容等からすれ

ば、文部科学大臣が本件法人に対して法７８条の２第１項に基づく報告を求めた時

点において、本件法人について法８１条１項１号に該当する事由がある疑いがあっ

たと認められ、文部科学大臣が上記の報告を求めたことは適法なものであったなど

として、原々決定に対する抗告人の抗告を棄却した。 

 ３ 所論は、民法７０９条は、一定の行為をした者が損害賠償責任を負う旨を定

めるにとどまり、当該行為を禁止する旨を定めた規定ではなく、同条の不法行為を

構成する行為は同条違反の行為ではないのであって、これが法８１条１項１号にい

う「法令に違反」する行為に当たると解することはできないなどとして、原審の上

記判断には法令の解釈適用の誤り及び判例違反がある旨をいうものである。 

 ４ しかしながら、民法７０９条が一定の行為を禁止する旨を定めた規定である

とはいえないものの、同条の不法行為を構成する行為は、不法行為法上違法と評価

される行為、すなわち一定の法規範に違反する行為であり、行為者は、同条という

法令の規定により損害賠償責任を課せられるのであって、これらの点に鑑みれば、

同条の不法行為を構成する行為が法８１条１項１号にいう「法令に違反」する行為

に当たると解したとしても、同号の文理に反するものではない。 

 むしろ、上記のように解することが同号の趣旨に沿うものというべきである。す

なわち、法は、宗教団体が礼拝の施設その他の財産を所有してこれを維持運用する

などのために、宗教団体に法律上の能力を与えることを目的とし（法１条１項）、
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宗教団体に法人格を付与し得ることとしているところ（法４条）、法８１条１項１

号が宗教法人の解散命令の事由として「法令に違反して、著しく公共の福祉を害す

ると明らかに認められる行為をしたこと。」と規定している趣旨は、同号所定の事

由がある場合には、宗教団体に法律上の能力を与えたままにしておくことが不適切

となるところから、司法手続によって宗教法人を強制的に解散し、その法人格を失

わしめることが可能となるようにすることにあると解される（最高裁平成８年

（ク）第８号同年１月３０日第一小法廷決定・民集５０巻１号１９９頁参照）。そ

うであるところ、民法７０９条の不法行為を構成する行為は、故意又は過失によっ

て他人の権利又は法律上保護される利益を侵害するものであるから、当該行為が著

しく公共の福祉を害すると明らかに認められる事態を招来するものであってこれに

関係した宗教団体に法律上の能力を与えたままにしておくことが不適切となること

も、十分にあり得ることである。したがって、同条の不法行為を構成する行為が法

８１条１項１号にいう「法令に違反」する行為に当たると解することは、同号の上

記趣旨に沿うものというべきである。 

 また、解散命令は、宗教法人の法人格を失わせる効力を有するにとどまり、信者

の宗教上の行為を禁止したり制限したりする法的効果を一切伴わないものであると

ころ（前掲平成８年第一小法廷決定参照）、ある行為が同号所定の行為に当たると

いえるためには、その行為が単に法令に違反するだけでなく、著しく公共の福祉を

害すると明らかに認められる行為でなければならないことなどに照らせば、上記の

ように解したとしても、同号の規定が、宗教法人の解散命令の事由を定めるものと

して、不明確であるとも過度に緩やかであるともいえない。 

 以上によれば、民法７０９条の不法行為を構成する行為は、法８１条１項１号に

いう「法令に違反」する行為に当たると解するのが相当である。 

 ５ これと同旨の原審の判断は、正当として是認することができる。所論引用の

判例は、いずれも事案を異にし、本件に適切でない。論旨は採用することができな

い。 
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 第２ その余の抗告理由について 

 所論の点に関する原審の判断は、正当として是認することができる。なお、所論

は、宗教法人の代表役員その他の幹部が法８１条１項１号所定の行為をした場合で

ない限り、当該宗教法人について同号に該当する事由があるとはいえないという

が、同項柱書きや同号の文言上、そのような限定はなく、他に所論のように解すべ

き根拠は見当たらない。論旨は採用することができない。 

 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり決定する。 

(裁判長裁判官 中村 愼 裁判官 安浪亮介 裁判官 岡 正晶 裁判官   

堺  徹 裁判官 宮川美津子) 


